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オープンアクセスの現状について

１

学術情報をインターネットから無料で入手でき、技術的、法的にできるだけ制約なく
アクセスできるようにすること。

【目的】
・研究成果へのアクセス機会の確保、知的資産の共有
・研究成果の可視化、社会への説明責任の保証
・商業出版社による現行の学術出版システムに対する代替システムの構築

【手段】
・オープンアクセスジャーナルでの公表（ゴールドＯＡ）
・著者が自らインターネット上（リポジトリ）で論文を公表（グリーンＯＡ）

【効果】
・論文へのアクセス環境の拡充により、引用・再利用を促進

学術情報の循環促進に伴うイノベーションの創出

・科学の透明性の確保、研究成果やデータの相互評価・相互検証の促進
論文の質向上、研究発展の促進

・有料ＥＪへの依存度の低減、価格抑制効果の発現
ＥＪの購読料に基づくビジネスモデルの転換、オープンアクセス誌の拡大

１．オープンアクセスについて
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オープンアクセスについて



○グローバル・リサーチ・カウンシル第２回年次総会（平成２５年５月）
→ 日本から日本学術振興会と科学技術振興機構が出席

・公的研究費による研究論文のオープンアクセスを実施するアクションプラン
（Action Plan towards Open Access to Publications）を採択

○Ｇ８科学技術大臣及びアカデミー会長会合（平成２５年６月）
→ 日本から原山優子ＣＳＴＰ議員及び大西隆日本学術会議会長が出席

・科学的発見やイノベーション、科学の透明化や科学への国民参画等を加速させるた
め、科学研究データのオープン化を確約。

・政府投資による研究成果のアクセスを拡大させる政策を推進する責任を有することを
認識。

○ＲＣＵＫ International Meeting on Open Access（平成２６年３月）
→ 日本から科学技術振興機構が出席

・Ｇ８科学技術大臣及びアカデミー会長会合のフォローアップ

３

オープンアクセスの世界的な動き

○第４期科学技術基本計画 （平成２３年８月閣議決定）

・ 国は、大学や公的研究機関における機関リポジトリの構築を推進し、論文、観測、実験デー
タ等の教育研究成果の電子化による体系的収集、保存やオープンアクセスを促進する。また
、学協会が刊行する論文誌の電子化、国立国会図書館や大学図書館が保有する人文社会科学
も含めた文献、資料の電子化及びオープンアクセスを推進する。

○科学技術・学術審議会学術情報基盤作業部会 （審議まとめ）（平成２４年７月）
「学術情報の国際発信・流通力強化に向けた基盤整備の充実について」

・ 学術情報の国際発信・流通を一層促進する観点から、研究成果のオープンアクセス化に関し
ては、積極的に取り組むべきであり、オープンアクセスジャーナルの育成とともに、各大学
等が整備を進めている機関リポジトリの活用も有益。各大学等における教育研究成果を収
集・流通させる機関リポジトリについて、整備を加速させるためには、大学等が教育研究活
動をアピールするに当たり、機関リポジトリの整備・充実は重要であるとの認識を一層普及
させることが必要である。

４

オープンアクセスに関する我が国としての考え方



ＪＳＰＳ：科学研究費補助金（研究成果公開促進費）の制度改正（平成２５年度）

→ オープンアクセスジャーナルの育成を推進

ＪＳＴ：電子ジャーナルプラットフォーム「Ｊ－ＳＴＡＧＥ」による支援

→ 平成２４年からＸＭＬへの移行、投稿査読システムの改善等を実施

学術情報への永続的なアクセスを保証する識別子（ＤＯＩ）付与の推進

→ ＮＩＭＳ、ＮＩＩ、ＮＤＬと共同でジャパンリンクセンターを運営

助成研究成果のオープンアクセスの推奨（平成２５年４月）

→ 「機関リポジトリを基盤として活用し、」「『一定の期間』内の公開を推奨
する旨、公募要領などに明記」(義務化はしていない）

ＮＩＩ：学術機関リポジトリ構築連携支援事業、ＪＡＩＲＯ Ｃｌｏｕｄ提供

→ 共用リポジトリサービスの提供により、リポジトリ構築を促進

ＳＰＡＲＣ Ｊａｐａｎ（国際学術情報流通基盤整備事業：第４期）

→ 「ＯＡの推進、学術情報流通の促進および情報発信力の強化」を基本方針と
し、セミナーの開催（平成２５年度は年間５回）や海外動向調査等を実施

文部科学省：学位規則を改正し、博士論文のインターネットの利用（原則、機関リポジトリ）

による公表義務化（平成２５年４月）

５

オープンアクセスへの対応状況

【～Ｈ２４】
○科学研究費補助金（研究成果公開促進費）の「学術定期刊行物」

学協会が紙媒体により定期的に刊行するジャーナルの出版に対して助成。

【Ｈ２５～】
○科学研究費補助金（研究成果公開促進費）の「国際情報発信強化」

国際情報発信力の強化を行うための取り組み（査読審査、編集、出版及び
電子ジャーナルでの流通等）に必要となる経費に対して助成。

○オープンアクセス誌のスタートアップを重点支援するための応募区分を新設。

（制度改善の観点）
◇ジャーナルの発行に必要な経費の助成
◇国際情報発信力強化のための取組内容の評価
◇オープンアクセスの取組への助成

６

科学研究費補助金（研究成果公開促進費）の制度改正



科学研究費補助金（研究成果公開促進費）の状況

採択課題数 うちJ-STAGE利用件数

国際情報発信強化（A） １１件 ４件（３６．４％）

国際情報発信強化（B） ３９件 ２３件（５９．０％）

オープンアクセス刊行支援 ３件 ０件 （０．０％）

（合計） ５３件 ２７件（５０．９％）

（日本学術振興会調べ）

○「国際情報発信強化」におけるJ-STAGE利用状況

○平成２５年度の審査結果（新規採択分）

研究種目
研究課題数 配分額

（千円）

１課題あたりの配分額
（千円）

応募 採択 採択率(％) 平均 最高

研究成果公開促進費 １，０６５ ４５１ ４２．３％ １，２１３，２００ ２，６９０ ３１，４００

・研究成果公開発表 １０１ ５７ ５６．４％ ９７，７００ １，７１４ ９，０００

・国際情報発信強化 １１５ ５３ ４６．１％ ４０３，９００ ７，６２１ ３１，４００

・学術定期刊行物 ０ ０ ０．０％ ０ ０ ０

・学術図書 ６８６ ２７０ ３９．４％ ４２８，９００ １，５８９ ９，１００

・データベース １６３ ７１ ４３．６％ ２８２，７００ ３，９８２ １２，７００

７

科学技術振興機構（JST）が提供する学協会のための電子ジャーナルプラットフォーム
○国内約８６０学会、約１，１００誌の論文が登載されており、その８７％がオープン
アクセス。

○J-STAGEへの登載は一部のオプションを除いて無料。

７

J-STAGE利用学協会数
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８

J-STAGE（科学技術情報発信・流通総合システム）



日本の学協会の著作権ポリシー（機関リポジトリへの登録について）

○海外の出版社・学協会の著作権ポリシー

平成２４年 平成２６年

ポリシー 学協会数 割合 学協会数 割合

査読前・査読後どちらでも認める 140 5.5% 157 6.0%

査読後論文のみ認める 667 26.2% 829 31.8%

査読前原稿のみ認める 11 0.4% 11 0.4%

アーカイブを認めない 223 8.8% 247 9.5%

検討中・非公開・無回答・その他 1,502 59.1% 1,363 52.2%

合 計 2,543 2,609

ポリシー 学協会数 割合

査読前・査読後どちらでも認める 466 31.5%

査読後論文のみ認める 487 33.0%

査読前原稿のみ認める 109 7.4%

アーカイブを認めない 415 28.1%

合 計 1,477

出典：学協会著作権ポリシーデータベース（SCPJ)
http://scpj.tulips.tsukuba.ac.jp/info/stat

９

改善が見られるものの、
半数以上の学会が機関
リポジトリへの登録ポリ
シーを明記していない。

出典：SHERPA/ROMEO
http://www.sherpa.ac.uk/romeo/

© 2014 National Institute of Informatics

機関リポジトリの現状
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○ 機関リポジトリ機関数の推移

JAIRO Cloudで公開予定

JAIRO Cloud利用
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○ 世界で構築されている機関リポジトリ：2,808
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【メリット】

個々の研究成果等に対するオープンアクセスという視点だけでなく、大学としての教育研究成果
全体にワンストップでアクセスできる。コンテンツの充実度が大学への評価や学生等からの関心拡
大につながるきっかけとなる。

ジャーナル掲載論文の登載には、研究者が登載する負担、出版版でなく著者最終原稿、公開猶
予期間が一部で設定等という課題もあるが、購読料や論文投稿料（ＡＰＣ）等の費用負担がかから
ない。

【効果】

機関リポジトリの構築が進展することに伴い、データベースとして認知度も高まりつつある。

紀要論文は機関リポジトリに登載することで、引用数が増加する効果も発現。

教材については、登載件数は少ないが、利用頻度が高くニーズは強い。

博士論文の原則登載義務化により、論文の質的向上及び利活用が促進。

【留意点】

（教員の意識改革）

大学、教員がその意義を理解し、全学的な取組として整備することが必要。成果の登載状況

を公表、評価につなげるなど、登載に対するインセンティブを高めることも重要。

（円滑な登載への取組）

大学内で生産される著作物、例えば、紀要、学位論文、教材等については、著作権者の許

諾をルール化し、公表時に、スムーズに機関リポジトリに登載されるシステムを構築。

機関リポジトリ整備の意義等
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